































































































































































































































































































































































が挙げられている。詳しくは、平成30年６月 厚生労働省 社会・援護局 障害保健福





こと、以上の４点である。詳しくは、平成30年６月 厚生労働省 社会・援護局 障害














































































事件 大阪地堺支判平15 ・６・18 労判855号22頁、トナミ運輸事件 富山地判平17 ・




















































































































































































































用者責任が認定された事例がある（いなげやほか事件 東京地判平29 ・11 ・30 労判
1192号67頁）。
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